
法第 10 条第 1項第 7号関係「設立当初の事業年度の事業計画書」 

 

設立当初の事業年度の事業計画書 

法人成立の日から 2025 年３月 31 日まで 

 

特定非営利活動法人いきものがかり de みんなの農業高校 

 

１ 事業実施の方針 

設立当初の事業年度は、当法人の活動を軌道に乗せることを目標とし、行政、企業、教育関連施

設等とのパートナーシップ事業、組織運営・ファンドレイジング・その他の事業を軸に活動する。 

行政、企業、教育関連施設等とのパートナーシップ事業では、社会の多様な主体と協働し、農

業・農業教育の新しい形や可能性を探るべく、新規パートナー団体の開拓を目指す。 

また、組織運営・ファンドレイジング・その他の事業では、情報発信の軸となる HP の開設と SNS

運用を開始する。その他、クラウドファウンディングをはじめ、ステークホルダーの新規開拓を実

施し、来年度の活動に向けたファンドレイジングを行っていく。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 農業・農業教育活動事業 

農業を知る機会・学ぶ機会の提供を目指した農業・農業教育プログラムの企画及び運営事業 

区分 事業名 

実施 

予定 

日時 

実施予定 

場  所 

従事 

予定 

人数 

受益対象者 

の範囲及び 

予定定人数 

事業費の 

予 算 額 

（千円） 

  なし 
 

 
   

 

(2) 農業・農業教育人材育成事業 

  農業・農業教育プログラムを企画し、運営することができる人材を育てる事業 

区分 事業名 

実施 

予定 

日時 

実施予定 

場  所 

従事 

予定 

人数 

受益対象者 

の範囲及び 

予定定人数 

事業費の 

予 算 額 

（千円） 

  なし 
 

 
   

 

(3) 農業・農業教育研究・啓発事業 

農業・農業教育の研究を行う事業 / より多くの人たちに農業・農業教育を知ってもらう事業 

区分 事業名 

実施 

予定 

日時 

実施予定 

場  所 

従事 

予定 

人数 

受益対象者 

の範囲及び 

予定定人数 

事業費の 

予 算 額 

（千円） 

  なし 
 

 
   

 
(4) 行政、企業、教育関連施設等とのパートナーシップ事業 

社会の多様な主体と協働し、農業・農業教育の新しい形や可能性を探っていく事業 

区分 事業名 

実施 

予定 

日時 

実施予定 

場  所 

従事 

予定 

人数 

受益対象者 

の範囲及び 

予定定人数 

事業費の 

予 算 額 

（千円） 

主催 新規ﾊﾟｰﾄﾅｰ開拓 随時 
 

 
2  3 



(5) その他の事業第３条の目的を達成するために必要な事業 

いきものがかり de みんなの農業高校の基盤を支えるための事業 

区分 事業名 

実施 

予定 

日時 

実施予定 

場  所 

従事 

予定 

人数 

受益対象者 

の範囲及び 

予定定人数 

事業費の 

予 算 額 

（千円） 

研修 職員研修 
2024 

12 月 
   3 

会議 

総会の運営 
2024 

12 月 

東部生涯 

学習センター 
  0 

理事会の運営 
2024 

12 月 

東部生涯 

学習センター 
  0 

主担当者会議 
2025 

1 月 

東部生涯 

学習センター 
  0 

事業主催担当者会議 
2025 

3 月 

東部生涯 

学習センター 
  0 

主催事業・窓口 随時 
 

 
  0 

交流 会員交流会 
2025 

3 月 

東部生涯 

学習センター 
  5 

経理 会計、監査、決算対応 
2025 

3 月 

東部生涯 

学習センター 
6  0 

広報 

ｱﾆｭｱﾙﾚﾎﾟｰﾄの作成 
2025 

3 月 

 

 
2  0 

HP での情報発信 随時 
 

 
3  3 

SNS での情報発信 随時 
 

 
3  3 

ﾆｭｰｽﾚﾀｰでの情報発信 随時 
 

 
3  3 

ﾏｽｺﾐ等への情報発信 随時 
 

 
2  0 

規則 定款、各種規則見直し 
2025 

3 月 

東部生涯 

学習センター 
  0 

情報 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ構築･管理 随時 
 

 
2  1 

営業 ﾌｧﾝﾄﾚｲｼﾞﾝｸﾞ 随時 
 

 
3  1 

販売 ｵﾘｼﾞﾅﾙ支援ｸﾞｯｽﾞ販売 なし 
 

 
   

（備考） 
１ 設立当初の事業年度の事業計画書及び翌事業年度の事業計画書は、それぞれ別葉として作成する。 

２ 特定非営利活動に係る事業について区分を明らかにして記載する。 


